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1． 数値例

　　 図 2　 空売 りを認 め た 有効 フ ロ ン テ ィ ア

　4，1の 分散共分散行列の 対 角化の 結果

分散共分散行列 の ラ ン ク q − 30

WI． お わ り に

　市場 に 多数 の 投資対象 証券が存在 す る場合，

困難で あ っ た ポ ー
トフ ォ リオ の 構築問題，特 に

有効 フ ロ ン テ ィ ア の 描 画に 関 して ，空 売 りの 有

無 によ っ て 生ず る 2 つ の 有効 フ ロ ン テ ィ ア の 関

係 を利用 し，こ れを高速 に 描 くア ル ゴ リズ ム を

提 案 した。こ れ によ り，投資家 に空売 り の 有無

に っ い て 2 つ の 有効 フ ロ ン テ ィ ア を提示す る際

に，両者 を高速 に 描 く こ とが可能 とな っ た。
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　　　付加価値 志向 の 計画 と管理

一 そ の 展 開 と今 日 的 意 義 の 再 検 討

福　 留 　 民 　 夫

　 （文京女子 大学 ）

　本報告の 目的

　本報告は，筆者 の さ さ や か な実践 的な 体験 を

記 録 して き た文献 を資料 と して ，　 「日本企業 の

付加価値志向の 計画 と管 理」の 展開の 軌跡を回

顧 し， そ の 今日的意義を再検討す る もの で ある。

1 ． 付加 価 値志 向 の 計 画 と管 理 の

　　 歴 史 的展開

　　　　 企業経営 へ の 付加価値指標の

　　　　 活 用

付加価値は ， 元来．
マ ク ロ の 国民所得計算で
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問題 に された が．企業経営 へ も導入 され活用 さ

れ て きた。っ ま り，企業経営面 で 付加価値が特

に 問題意識 に登場 した の は，世界的に生産性向

上運動が 取 り上 げられ ， 生産性 の 測定が 重要 課

題 とな り，日本 で も日本生産性 本部が発 足 し ，

「生 産性 と成果配 分」 が 問題 に な っ て か らで あ

る 。 それが生産性向上運動の 理 念 とな り， 生産

性 と賃金 と物価の 所得政策や ，労使の 賃金交渉

と決定の 理 論と実践面で 活用 され，経営分析 に

も取 り入れ られ るなど様々 な 側面で 企 業経営へ

の 付加価値指標 の 活用 が は か られ て き た。

1． 付 加価値概念 の 導入 と生 産性 分析の

　　導入 （昭 和 34年）

　付加価値概念 と生 産 性分析の 導 入の 実践 的な

動機 は．拙稿 ［参考文献 （1）］「まえが き」に よ

る と， 厂賃 上闘争 は理論闘争 とな り，そ の 理 論

闘 争に会 社側が 敗 れ んか ，ス ト権の 集 約は 明 白

で あ る。 こ こ に 本年 の 賃上闘争 の 困難性が 存在

して い る 。 更に 総評合化の 本年の 賃上理 論の 根

底を なす もの は ， 附加価値理論 であ り．そ の 附

加価値 に 対す る公平，適切な る分配率理論で あ

る 。 即 ち，総 評合化 は い う， 日本 は諸外国 に比

して 附加価 値の 分配率が低 い 。 是 は搾取 を表 し

て い る もの で ある， と。 故に 従来の 売上高 と賃

金 ，或 は労務費と の 比率論に て は到底太刀打ち

は 出来 な くな っ て しま っ た の で ある 。 よ っ て 我

々 も当社の 企業の 姿 を新 しい 視点，即 ち，附加

価値理論に 立脚 して解明す るこ とに した 。 更に ，

こ の 新理 論に よ る経営分析を賃上 闘争の 対抗理

論 とす る に止 まま らず．進 ん で 経営管理の 資料

と して 戴きた い と思 う（昭和34年 ユ月 14日）」と

い うもの で あ っ た 。

　 ア ．企 業分 析 の体 系化 と生 産性 分析 の 導 入

　 まず，企 業分析の 体系 を 「企業成果の 分析」

と 「企業成果の 分配 分析」 と の 二 つ にわ け，そ

して 企 業成果 の 分析を 総資本成果率 （＝成 果／

総資本）の 分析体系 （っ ま り収益性 分析） と労

働成果率 （成果／労働）の 分析体系 （つ ま り 「生

産性分析」）とに分け，生 産性分析で 「付加価値

生産性分析 」を取 り扱 っ た。

　イ ．企 業成果概 念 と付加価値概 念 の 導 入

　そ の 際，「企業成果概 念」 を導入 し，「企業成

果と は何か」をまず問題 として 取 り上げ，企業

成果 に は，伝統的な会 計概念 として ， 売上総利

益，営業利益 （本業の 利益 ），営業純益 （利子控

除後の 営業利益 ），当期利 益 などが あ るが， さ

らに 創 造 価値 と して の 付加価値 が ある こ とを指

摘 し， 「企 業成果 概念に は測定 の 目的 ic応 じて

相対性が あ る」 こ と を指摘 し，利益概念 （資本

の 成果概念） を超え て付加価値成果概念 （資本

と労働の 共同成果概念） の 意義 と重 要性 を強調

した 。

　 ウ．限 界利 益概 念 の 導入

　
一

方，こ れ と平行 して ，成果構造分析 一売上

高成果率の 要因分析 と して，直接原価計算思考

で の 「限界利益概念」を導入 し損益 分岐点分析

を行 っ た （図表 1，図表 2 参照）。

2． 限界利 益 と付加価値 の 結合の すす め

　　（昭和 56年）

　以上 の 経緯か ら，昭和30年代前半以来 ， 有価

証券報告書を用 い た付加価値分析と，事業計画

で の 直接原価 計算制度に よ る限界利益分析 を平

行 し，同時に両者の 架橋 をは か り付加価値 の 活

用範囲の 拡大 をはか っ て きた 。 こ の 実践的経験

を踏まえ て ， 付加価値 を有効 に活用す る た め に

は付加 価値を事業計画制度や管 理会計に組 み込

む必要が あ り， そ の ため の 土台と して ， 事業 計

画で の 「限界利益 と付加価値の 結合 の すす め 」

に つ い て提言 し，付加価値 の 意義 とい ろ い ろな

側面で の 付加価値の 活用 の 仕方 に っ い て 指摘 し

て きた ［参考文献 （2）お よび （3）］。

　 つ ま り，企業 の 実務 で は，付加価値 （企 業が
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新 し く創出 した価値）
一売上 高 一原材料 ・燃料

動力等外部の 創 り出 した価値 （外部購入価値）

≒限界 利益とみ な して，付加価値 を伝統的 な会

計制度 や事業計画制度 （直接原価計算制度 を採

用） と密着共 存す るよ う に して ．既 存 の 管理会

計上 の 限界利益概念 に ，同時に 新 しい 付加価値

概念か らくる社会 的意義づ けを加え る こ とを提

言 した 。

　 なお．付加価値概念 の 活用 分野と して は，例

え ば，CO企業の 成長と付加価値 → 付加価値 成長

率，国民総生産 （GNP ） へ の 貢献 ，   企 業の

利益構造 と付加価値→高付加価値経営，  限界

利益分析と付加価値分析の 関連 ，
つ まり， ア ）

事業内容 ・製 品計画 と付加価値 →高付 加価値化

（製品別 の 限界利益分析 を含む），イ ）利益計画

と付加価値， ウ）省 資源 ・省 エ ネル ギ
ー

と付加

価値， エ ）価格政策，購買政策 と付加価値 （製

品価格 と原料価格 と の 相対比，外注単価 ），オ ）

原価 管理 と付加価値 → 限界利益構成分析 ≒ 付加

価値構成分析 （付加価値 の 成果配分分析），カ ）

付加価値生産性 分析 と限界利益生 産性分析 な ど

で あ っ た 。

3． 日本企 業 の 付加 価値志 向経 営に つ い

　　て 海外 へ 紹介 （昭 和 58年）

　 日本の 生 産性向上 運動の 成果 が世界的に 評価

され， 日本生 産性本部主催で ．は じめ て の 国 際

生産性 シ ン ポ ジ ウ ム （IPS ） が 日本で 開催 さ

れ，
一

報告 と して ， 「日 本企業 の 付加価値志向

経営」 の 活用例を海外へ 紹介 した 。 こ の 報告で

は ，企業経営へ の 付加価値 の 導入，利益計画に

お ける付加価値 計画の 役割 と体 系 一限界利益 と

付加価値の 結合 モ デ ル （事業計画で の 業績 目標

の 計画 表を含む），事業 計画，企業分析 へ の 付

加価値 の 活用 の 仕方 の 具 体例な ど に つ い て ， 日

本企 業の 実例を，様式図表例を例示 しなが ら体

系的に海外 に 紹介 した ［参考文献 （4 ）］。

4． 技術協力デ ータ ーベ ース の
一

環 と して

　　の 生産性比較情報の 整備 （平 成元 年）

　 日本経済の 発 展 に 伴 い ，日本が技術協力 を推

進 して い く上 で ， 技術提 供側 と技術受入側の 相

互 の 情報不足が 重要な 問題 とな っ て き た 。 そ こ

で 技術協力デ ータ ーベ ー
ス 構築の たあ ，日本生

産性本部が，通産省か ら委託 されて，技術協力

人材情報 と生産性比較情 報 の 各分野 に つ い て 専

門委員会 （日 本財務管理学 会の 石崎忠 司幹事 も

主要 メ ン バ ー
と して 参加 ） を設 け て 検討 した 。

「生 産性比 較情 報」 に つ い ては， 日本と国際比

較 がで きるた め の 指標 と，そ の ため の デ
ー

タ
ー

の 体系 をどう構築す るか ，また ， ど の程度体系

化で き るかが 問 題 とな り，「生産性指標の 体系」

の 構築が重要 テ ー
マ の一

つ と して とりあげ られ

た 。 そ して，国民経済 レ ベ ル の 指標 と産業，業

種，企業 の 各 レ ベ ル の 指 標を関連 させ る と共 に ，

生 産性指 標 （経営 の 効 率指 標 ） の 体系 と，収益

性指標 （資本の 効率指標 ） の 体系と，成長性 指

標 （革新 と成長 の 指標） の 体系 の 三 つ の 体 系を

関 連 づ けた基 本指 標 の 体系 を構 想 し，　 「基本指

標の 関連樹木図」（資料 4 参照 ）を作成 した 。 こ

れ らの 指標の な か で ，付加価値概念 は マ ク ロ と

ミク ロ を架橋 す る大 黒 柱 とな っ て い る ［（参考文

献 （5 ）］。

豆 ． 付加価値志向 の 今 日 的意 義

　　　　 企業成果の 分配／ EI本企業の 行

　　 動原理 の 再検討 と付加価値
一

1． 今 日なぜ付加価値か

　とこ ろ で．今日あ らた め て 付加価値 を と り あ

げる理 由は，次の 二 つ の 理由か らで ある。一
っ

は，元来．利益志 向の経営 よ り付加価値志向の 経

営を重 視する 日本的経営の 特質が，国際的に も関

心を呼ぶ よ う に な っ て きた こ と で あ る 。
い ま

一
つ

は，盛 田昭夫 「日本的経営が危 な い 一 “

良い もの
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を安 く
”

が 欧米に批判 され る理 由」（文春 1992，

2 月号） を直接 の 契機 として 高 ま っ て きた企業

の 目的や 理 念 や 行動原則 の 論議 との 関係か ら，

企業の 成果 の 配分が あ らた め て 問題に な っ て い

る こ と で あ る 。 最近の 日本経営学会 関東部会例

会で も （1992／6／27），「日本企業の 活動 と分配

一企業 の 成果は どこ へ 行 っ たか 一」が とりあげ

られた 。 と こ ろ で ，こ の 問題 は， 「利益」 の 配

分 とい うよ り広い 意味 で の 「成果」の 配分 つ ま

り 「付加 価値 」の 配分の 視点か ら論議す べ き も

の で あ る 。 つ まり， こ の 二 つ の 理 由か らみ て，

付加価 値問題 の 今日的意 義は，特 に ，日本企業

の 国際化 ・グ ロ ーバ ル 化の 中で ，日 本企業の 行

動原理 の 再検 討との 関連 で 問題 に されて い る の

で あ る 。

2． 盛田 論文 と付加価 値の 成果配 分

　盛田 論文 は，価格設定 の や り方や労働分配率

の ほ か，豊か な H 本 を創造す る た め に ，ゆ と り

が得 られ る よ う な 労働時間の 短 縮，新の 豊 か さ

を実感 す る給与水準 の 実現 欧 米な み の 高 い 配

当性 向の 確保，取引先 へ の価格納期面で の 配慮，

積極的な 社会貢献，環境保護 ・省資源対策な ど

の 問題 を提起 したが ， 盛田 論文が提 起 した 問 題

は 「企業成果分配の 問題」 と もい えよ う ［参考

文献 （6）］。

3， 日本式 の 経営 と付加価値志向の 経営

　「利益志向 の 経営」 （株主志向の 経営→配 当と

レ イオ フ ）よ り 「付加価値志向の 経営」（従業員

志向の 経営 → 雇用の 確保と拡大 一付加価値 の 成

長 ）を配慮す る 日本的経営の 特質を どうみ るか

が 今日 の 大問 題であ る 。 株主志 向に せ よ従業員

志向に せ よ，それは付加価値の 配分問題 に 過 ぎ

な い 。大事な こ とは，配分 の 資源 とな る資源 の

活用 ICよ る付加価値 の 創造 と成 長が前提で あ る 。

「付加価値志 向の 経営」つ ま り 「付加価値の 創造

と適正 な配分に よ る生 活 水準の 向上 志 向の経

営」 こ そが，国や産業や 企業や 個人 の 共通 の 目

的 と理 念 と行動の 原理 となろ う。 こ の 意味で は，

日 本式の 経営に み られ る「付加 価値志 向の 経営」

は基本的 に 適切 であ り普遍性を もっ て い る 。 た

だ ， 経済大国の 一
つ に な っ た 今日 で は ， 付加 価

値の 成長 に と どま らず，そ の 成果の 配分の 仕方

が あ らため て 問 題 に され て い るの で ある ［参考

文献 （7），（8 ）］。

皿 ． む す び

　現 代の 企 業は ， 企業成果を あ げそ の 成果 を分

配 して社会 に貢献す る こ とが究極の 目的 で ある 。

成果の 分 配に は ， 本来 の 企 業自体の 目的 とい う

べ きもの （本業を 通 じて の 増収増益），企業の 存

立 と発 展 に積極的な意 味 を もつ もの （企業へ の

参加者や 利害関係者 へ の 分 配），企 業 の存立の

た め の 社会的制約条 件ま た は企業が 負担す べ き

社会費用 （環境 コ ス トなど の社会 コ ス ト）と い う

べ き もの
， 利益還 元的な もの ま た は ボ ラ ン テ ィ

ア 的な もの な どそ の 性格 が多様で ある 。 だ が現

代 の 企業 は こ れ らの 配 慮 がな けれ ば存続 ・繁栄

で きな い ［参考文献 （7）第一章参照）。

　出資者の 他 に従業員や 消費者を含む広 く関係

者 の ため となれ ば 「利益」の分配概念で は説明

で きな くな る 。 「利益」概念 より さらに広い 「成

果」 の 生 産 と分配概念，例え ば 「付加価値」 の

生産 と分配概念が必要 に な っ て くる 。
こ こ に付

加価値概念の 今日的意義が あ る の で ある 。 企業

と社会や 自然環境な ど との 関係，っ まり共生 が

ますます重要 とな っ て い る今日，　 「付加価値志

向の 計画 と管理の 重要性」を再強調 し本稿を 終

わ りた い 。
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匚図 表 1］　 企 業成果 ＝付加価値 の 配 分 の 枠組 み

付加価値 ＝売上 高
一原 材 料 ・燃 料動 力 費 （＝変動 費 ）≒ 限 界利 益

利益 ≡限界利益
一

固定費 （
一

人件費 ＋ 経費）

　　≒ 付加価値
一
固定費

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ↓

付加価値 ≒ 限界利益 ＝固定費 （人件費 ＋ 減価償却費 ＋ そ の 他 の 経費）＋ 利益

　　　　　　　　［図表 2 ］　 付加価値 （限 界利益 〉の 配 分 の 枠組み

付加価値 ≒ 限界利益 （固定費　　　 ＋ 　　　　　　　　　　　　　　利益 ）

　　 　　　　　　　　　 ↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓

　人件費　　　減価償却費　そ の 他の 経費　　；　；　　　　　　 利益 の 配分　　　　　　　　　　　…
耀 用 と賃金） （設備投 資） （社会 ・ ス ・1・か ） − 　c税e ，配当金 韻 賞与・和亅黼 元・社内留保）

…

幽 … ．…
ha

．鵬 蜘卿 納 ＿ 墜圭＿ 瞬 ．鋤 … ＿ ＿

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 自己 資本 の 増加

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　↓

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 再投資 （国内投資 と海外投資）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （研究開発費，設備投資，投 融資）

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拡大再生産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ↓

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 企業 の 成長 （付加価値成長）
（注）　企業 の 成 果 ＝付加価値 の 配分 は，限界利益 （固定費 ＋ 利益）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ↓

　　　の 配分・つ ま り 「固定費 の 配分」 と 「利益 の 配 分」 の 問 題 　　　　　　　　　　雇用 の 確保 と拡大

　　　と な る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長期雇用と昇進 ポ ス トの 保障 ）

　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 日本的経営 の 貫徹
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